
パターン１ パターン２

（単位：千円） 　(1)損益計算書 （単位：千円）
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734,289 2,110,730
128,022 △ 1,846,591
862,311 航空機燃料譲与税 28,043

△ 571,147 32,825
156 0

＊県人口は平成30年4月1日現在 3,658,696人 3,302
0

97
64,267

支払利息 121,811
121,811

△ 1,904,135

520

　(2)貸借対照表
注１：

注２： 資産 45,724,182 12,497

有形固定資産 45,709,846
注３： 土地 34,479,868

建物 6,156,605
注４： 構築物等 5,073,373

建設仮勘定 0
注５： 無形固定資産 0

流動資産 14,336
未収金 14,336

負債 17,000,915 4,647
借入金 16,889,709
退職手当引当金 103,610
賞与引当金 7,596
その他負債 0

純資産 28,723,267 7,851
22,776,892
5,946,375

公共資産等整備国補助金

公共資産等整備一般財源

収
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営
業
収
益

旅客ターミナルビル等利用料金納入金

旅客ターミナルビル関連経費

浄化槽使用料

計　　　A旅客ターミナルビル等利用料金納入金

着陸料等収入

空港管理運営及び空港整備に係る企業会
計の考え方を取り入れた収支

空港管理運営に係る収支

空港土木施設管理費
航空灯火施設管理費

金　　額区　　　分

停留料

着陸料等収入
着陸料

区　　　分

保安関係費

金　　額

土地建物使用料
給油施設使用料

土地使用料等収入

営
業
費
用

駐車場管理運営費

計　　　Ｂ

空港整備経費

事務所運営費等

計　　　B
人件費

経常損益（Ｃ＋Ｄ－Ｅ）Ｆ

県民一人当たり負担額(Ｆ／県人口)円

費
用

営
業
外 計　　　Ｅ

地方交付税相当額
営
業
外
収
益

計　　　Ｄ
雑収入

雑収入

保安関係費

土地使用料等収入

小　計

航空灯火施設管理費

事務所運営費等

計　　　A
航空機燃料譲与税

空港土木施設管理費

小　計

着陸料

浄化槽使用料

土地建物使用料
給油施設使用料

浄化槽施設管理費
給油施設管理費

空港整備費補助金

地域活性化・公共投資臨時交付金

人件費

減価償却費

地方空港受入環境整備補助金

平成３０年度の富士山静岡空港の収支

給油施設管理費

収　支　（　A　-　B　）Ｃ
県民一人当たり負担額(Ｃ／県人口)円

支
　
出

駐車場管理運営費

営業損益（Ａ－Ｂ）Ｃ

旅客ターミナルビル関連経費

浄化槽施設管理費

停留料

区　　　　　分 金　額（千円）
県民一人当

たり金額（円）

地方交付税相当額とは、県債利子に係る交付税算入額を収入とし
て計上している。

パターン１は、決算に基づく現金出納ベースの意味であり、企業会
計のキャッシュフロー計算書とは異なる。

企業会計の考え方取り入れた収益には、パターン１の収入から平
成３０年３月分を除き、平成３１年３月分を加えている。

企業会計の考え方を取り入れた費用には、資産化される工事費及
び公有財産購入費を除いている。

空港整備経費とは、空港整備事業費のうち、資産化されない委託
料等である。
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